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韓国における法令の外国語訳の現状（概要）

１ 趣旨等

○ 韓国における法令の外国語訳は、１９９０年に韓国法制研究院法に基づ

いて設置された韓国法制研究院を中心に行われている。法制研究院は、国

務総理室の下にある政府出資の研究機関である。

○ 法制研究院は、国家の立法政策の樹立の支援、法令情報の迅速、正確な

普及、法律文化の向上に寄与することを目的とし、その一環として英文法

令集の出版及びデータベースとしての提供を行っている。

○ 他に、韓国法制処（政府内の立法政策統括機関）が、対韓投資促進政策

の一環として、経済関係法令を翻訳している。

○ 翻訳は公定訳ではない。

２ 対象言語・対象法令等

○ 対象言語は英語であるが、一部中国語訳も行われている。

○ 法制研究院によりこれまでに英訳された法令は、憲法及び法律５６４件

と施行令２４２件など合計８０７件であり、全法令中の約２１％に相当す

る。ただし、大部分は１９９６年から９７年にかけて集中的に翻訳された

ものである。

○ 現在の作業の約８割は法改正への対応に充てられている。

○ なお、法制処は、憲法及び経済法分野（知的財産法関係、金融法関係な

ど）の３８の法令を英訳している。

３ 翻訳の手順

法制研究院により集中的に翻訳が行われた時期における翻訳手順は、以下

のとおりである。

① １９９６年１２月に、主な法律用語、慣用語句、法律文章の用例などを

収録した英文法令標準用語集を作成

② 英文法令集編纂委員会（外部有識者等により構成）が翻訳対象法令を選

択

③ 主として外部の者により第一次的な翻訳作業

④ 主として法制研究院の職員による法律専門家の視点に基づいた監修



- 2 -

⑤ ネイティブスピーカーによるネイティブチェック

⑥ 各省庁による所管法律に関する専門用語のチェック

⑦ 翻訳文の確定

４ 統一性・正確性の確保等

(1) 統一性の確保

○ 英文法令標準用語集を翻訳者及び監修者が所持し、使用することによ

り翻訳の統一性を確保している。用語集は、韓英索引、法令用語（用例

を含む 、慣用語句、法令名、主要機関名及び公務員の職群等、法令の）

体系、条文及び改正沿革の表示方法、英韓索引の順で構成されている。

(2) 正確性と分かりやすさ

○ 韓国法の内容をそのまま伝えることを重視し、できる限りそのまま直

訳する方針によっている。

○ ユーザーサイドから大きな不満は出ていない。

５ 翻訳ツール等

○ 英文法令集そのものはデータベース化されているが、翻訳作業そのもの

についてコンピューターは利用されていない。

６ 訳文の公表

○ 法制研究院の英文法令集は、２０冊の加除式出版物となっており、追録

は年４回定期的に行われる。インターネットでも有料で公表されている。

○ 法制処による英訳法令は、出版物、ＣＲ－Ｒｏｍ、インターネットで無

償提供されている。


